
2019年5月
野本中小企業診断士事務所

中小企業様対象

経営計画作成のご提案

経営力向上計画

経営革新計画

先端設備等導入計画



目次

1. 経営計画作成のメリット

2. 経営力向上計画

3. 経営革新計画

4. 先端設備等導入計画

5. 弊社支援内容

copyright©2019 nomoto partners all right reserved

2



１．経営計画作成のメリット

 経営計画を作成する大きなメリットは以下の3点になります。

①自社について客観的に見る自社について客観的に見る自社について客観的に見る自社について客観的に見ることが出来ます

②大局的に会社の将来を考えられます

⇒自社の強みを活かし、弱みを補強する最適の戦略自社の強みを活かし、弱みを補強する最適の戦略自社の強みを活かし、弱みを補強する最適の戦略自社の強みを活かし、弱みを補強する最適の戦略が考えられます

③社内に経営陣の考えていること、会社の進もうとしている方向を示せ

ます

⇒社員が自身の将来の姿が見え、採用、定着率が社員が自身の将来の姿が見え、採用、定着率が社員が自身の将来の姿が見え、採用、定着率が社員が自身の将来の姿が見え、採用、定着率が向上向上向上向上します。
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１．経営計画作成のメリット

 プラス、今回ご紹介する経営計画の作成には以下のような追加のメ

リットがあります。
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提出先提出先提出先提出先 税制メリット税制メリット税制メリット税制メリット 金融メリット金融メリット金融メリット金融メリット 法的メリット法的メリット法的メリット法的メリット 補助金メリット補助金メリット補助金メリット補助金メリット

経営力向上

計画

国（各大

臣）

（中小企業

等経営強

化法）

設備投資の税額

控除有り

土地・建物取得時

の登録免許税等

の特例

日本政策金融公

庫、商工中金等

による低利融資

等

許認可承

継、組合発

起人数等

の特例

加点項目

経営革新計

画

各都道府

県

中小企業信用保

証法の特例、日

本政策金融公庫

の特別利率等

特許関係

料金減免

制度

加点項目

補助率アッ

プ

先端設備等

導入計画

各市区町

村

固定資産税の特

例

信用保証協会法

の特例

加点項目

補助率アッ

プ
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中小企業の定義

 中小企業、小規模企業の定義は以下になります。

 中小企業基本法、小規模支援法、中小企業等経営強化法

 税法上の定義とは異なります。

 また各施策により定義が異なる場合もありますので、ご注意ください。

copyright©2019 nomoto partners all right reserved
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業種業種業種業種 資本金（以下）資本金（以下）資本金（以下）資本金（以下） 従業員数（以下）従業員数（以下）従業員数（以下）従業員数（以下）

製造・建設・運輸業 3億円 300人

卸売業 1億円 100人

サービス業 5000万円 100人

小売業 5000万円 50人

*ゴム製品製造業 3億円 900人

*ソフトウェア・情報
サービス業

3億円 300人

*旅館業 5000万円 200人

小規模事業者小規模事業者小規模事業者小規模事業者

業種業種業種業種

従業員数（以従業員数（以従業員数（以従業員数（以

下）下）下）下）

製造業その他 20人

商業（卸・小

売・飲食）・

サービス業

5人

（参考）税法上の中小企業（参考）税法上の中小企業（参考）税法上の中小企業（参考）税法上の中小企業

資本金1億円以下

* 政令指定業種



経営力向上計画



２．経営力向上計画①

 中小企業・小規模事業者等の経営力向上支援策。

 経営力向上計画を作成し、国の承認を受けると、税制、金融支援等

の措置を受けることができます。

 中小企業等経営強化法：平成28年7月施行

 実績：平成30年8月31日現在 68,532件認定件認定件認定件認定

 対象者
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・会社または個人事業主・会社または個人事業主・会社または個人事業主・会社または個人事業主

・医療、歯科医業を主たる事・医療、歯科医業を主たる事・医療、歯科医業を主たる事・医療、歯科医業を主たる事

業とする法人（医療法人等）業とする法人（医療法人等）業とする法人（医療法人等）業とする法人（医療法人等）

・社会福祉法人・社会福祉法人・社会福祉法人・社会福祉法人

・特定非営利活動法人・特定非営利活動法人・特定非営利活動法人・特定非営利活動法人

資本金 右欄の上

下のどちら

かで判断

10億円以下

2,000人以下 2,000人以下
従業員数
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２．経営力向上計画②

 3～5年の計画作成

事業によって目標が異なるので注意してください。各数値以上。

 申請から認定まで約30～45日掛ります。

copyright©2019 nomoto partners all right reserved

目標とする指標目標とする指標目標とする指標目標とする指標 3年計画年計画年計画年計画 4年計画年計画年計画年計画 5年計画年計画年計画年計画

製造業 労働生産性 +1% +1.5% +2%

売上高経常利益率 +3% +4% +5%

付加価値額 +1% +1.5% +2%

卸・小売業 労働生産性 +2%

外食・中食 労働生産性 +1% +1.5% +2%

旅館業 労働生産性 +1% +1.5% +2%
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２．経営力向上計画③

 制度利用のポイント

（１）申請様式は申請様式は申請様式は申請様式は3枚だけ枚だけ枚だけ枚だけ

①企業概要、②現状認識、③計画の目標と程度を測定する指標

④計画の内容

（２）計画策定をサポートする仕組み計画策定をサポートする仕組み計画策定をサポートする仕組み計画策定をサポートする仕組み

認定支援機関（商工会議所、商工会、中央会、地域金融機関、

士業等）による計画策定の支援が受けられます。

（３）計画実行のための）計画実行のための）計画実行のための）計画実行のための3種類の支援措置種類の支援措置種類の支援措置種類の支援措置

①税制支援

②金融支援

③法的支援

＋補助金支援

copyright©2019 nomoto partners all right reserved
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２．経営力向上計画④
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 支援措置の内容

（１）税制支援税制支援税制支援税制支援

①中小企業経営強化税制①中小企業経営強化税制①中小企業経営強化税制①中小企業経営強化税制

設備投資について、即時償却設備投資について、即時償却設備投資について、即時償却設備投資について、即時償却または取得価格の取得価格の取得価格の取得価格の10％の税額控除％の税額控除％の税額控除％の税額控除が選択適

用できます。（資本金3000万円超1億円以下は7％）

2021年3月31日までに行われた設備投資:(A)生産性向上、(B)収益力強化

②事業承継等に係る登録免許税・不動産取得税の特例

＊経営力向上計画認定を必要としない中小企業対象税務特例中小企業対象税務特例中小企業対象税務特例中小企業対象税務特例

①中小企業投資促進税制：30％特別償却または税額控除7％

②商業・サービス業活性化税制：30％特別償却または税額控除7％

＊資本金3000万円超の企業は30％特別償却のみ
10



２．経営力向上計画⑤
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（２）金融支援金融支援金融支援金融支援

①日本政策金融公庫による低利融資

②商工中金による低利融資

③中小企業信用保険法の特例

④中小企業投資育成株式会社法の特例

⑤日本政策金融公庫によるスタンドバイ・クレジット

⑥中小企業基盤整備機構による債務保証

⑦食品流通構造改善促進機構による債務保証

（３）法的措置

①合併/会社分割、事業譲渡、事業協同組合等設立時の特例

（４）ものづくり補助金の加点項目ものづくり補助金の加点項目ものづくり補助金の加点項目ものづくり補助金の加点項目
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２．経営力向上計画⑥
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（２）金融金融金融金融支援の例支援の例支援の例支援の例

①日本政策金融公庫による低利融資（基準金利は平成29年6月現在）

③中小企業信用保険法の特例

④中小企業投資育成株式会社法の特例

通常の投資対象（資本金3億円以下の株式会社）に加えて、資本金額が3億円
を超える株式会社（中小企業）も中小企業投資育成㈱から投資を受けられます。

中小企業事業中小企業事業中小企業事業中小企業事業 国民生活事業国民生活事業国民生活事業国民生活事業

貸付限度 7億2千万円（2億5千万円） 7,200万円（4,800万円）

貸付利率 基準利率（1.21%）より ̠▲0.9% 基準利率（1.76%）より ̠▲0.9%

貸付期間 設備資金：20年以内、運転資金：7年以内（据置期間：2年以内）

対象対象対象対象 通常通常通常通常 別枠別枠別枠別枠

普通保証 2億円 2億円

無担保保証 8,000万円（内特別小口：2,000万円） 8,000万円（同：2,000万円）
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２．経営力向上計画⑦
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 中小企業庁ー経営力向上計画のページ：申請書一式ダウンロードできます

業界別に記入例がありますので、参考にしてください。

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/index.html

 経済産業省・関東経済産業局経済産業省・関東経済産業局経済産業省・関東経済産業局経済産業省・関東経済産業局ーーーー申請書一式がダウンロードできます申請書一式がダウンロードできます申請書一式がダウンロードできます申請書一式がダウンロードできます

https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/chushokigyo/kojokeikaku_shinsei.html
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２．経営力向上計画⑧

 申請書（ワード、エクセル）、説明用資料がダウンロードできます。

 記入例もダウンロードできます。

copyright©2019 nomoto partners all right reserved
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２．経営力向上計画⑨

 申請書作成の流れから提出先、問い合わせ先まで記載されていま

す。

copyright©2019 nomoto partners all right reserved
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２．経営力向上計画⑩

 手引き：申請書の記入方法等詳細が記載されています。

copyright©2019 nomoto partners all right reserved
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２．経営力向上計画⑪
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 ページ①
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２．経営力向上計画⑫
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 ページ① 「事業分野別指針の概要について」の1～2ページ

1. 記載されている現状認識、課題等

に関連づけた内容にできればベ

ター

2. 右下に目標とするべき数値あり
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２．経営力向上計画⑬
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 ページ①

 ４．現状認識

①自社の事業概要自社の事業概要自社の事業概要自社の事業概要

・自社の規模を入れて下さい（前ページ黄色丸内参照）

②自社の商品：サービス・・・・・自社の商品：サービス・・・・・自社の商品：サービス・・・・・自社の商品：サービス・・・・・

・①市場、②顧客、③競合、④自社（強みー得意先に選ばれる理由、弱みー

今解決したいこと）について記載してください。

・より具体的に、実名入りがベターです。

③自社の経営状況自社の経営状況自社の経営状況自社の経営状況

・具体的に数字を入れて、財務分析してください。

・ローカルベンチマークローカルベンチマークローカルベンチマークローカルベンチマークはエクセルフォーマットの申請書についています。

2期分の決算結果の入力が必要です。

＊ローカルベンチマークについては以下のウエブサイトを参照ください。

https://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/sangyokinyu/locaben/ 19



２．経営力向上計画⑭
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 ページ①

 ５．指標の計算にはご注意ください。
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２．経営力向上計画⑮
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 ページ②

 ６．（３）具体的な実施事項

・事業分野別指針（右下）から該当す

る項目を選び、その番号を入れて下さ

い。

例：イ（１）多能工化及び機械の多台

持ちの促進

ホ（１）設備投資
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２．経営力向上計画⑯
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 ページ③
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経営革新計画



３．経営革新計画①

copyright©2019 nomoto partners all right reserved

 中小企業・小規模事業者等が新たな事業活動を行う時の経営改善支

援策。

 経営革新計画を作成し、各都道府県知事又は国の承認を受けると、金

融支援等の措置を受けることができます。

 対象対象対象対象事業事業事業事業：①新製品新製品新製品新製品の開発や生産

②新役務（サービス）新役務（サービス）新役務（サービス）新役務（サービス）の開発や提供

③商品の新たな生産方式や販売方式新たな生産方式や販売方式新たな生産方式や販売方式新たな生産方式や販売方式の導入

④役務（サービス）の新たな提供方法やその他の新たな提供方法やその他の新たな提供方法やその他の新たな提供方法やその他の

新たな事業活動新たな事業活動新たな事業活動新たな事業活動

 中小企業等経営強化法：平成28年7月施行（3法統合）

 平成28年度（2016年）実績：5,158件（累計件（累計件（累計件（累計68,371件）件）件）件）

 申請から認定まで約30～45日掛ります。
24



３．経営革新計画②

 「新たな事業活動」の定義について

同地域、同業種で相当数導入されていなければ、全く新たな事業活動

でなくても承認の対象となります。

 「新たな事業活動」も該当しない例「新たな事業活動」も該当しない例「新たな事業活動」も該当しない例「新たな事業活動」も該当しない例

・既存商品を既存の販売方法を用いて販売エリアを拡大する事業

・既存製品を新たな設備を導入して生産効率を向上させるだけの事業

・新商品を開発したが、テストマーケティング等を行っておらず、売れる

見通しが立っていない事業

・フランチャイズや代理店に加盟するだけの事業

・開発・販売に必要な許認可等を取得していない事業

copyright©2019 nomoto partners all right reserved
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３．経営革新計画③

 計画目標（3～5年）

 付加価値額＝営業利益＋人件費＋減価償却費

 経常利益＝営業利益－営業外費用（支払利息・新株発行費等）

＊営業外収益は含まない

 伸び率は申請直近期末申請直近期末申請直近期末申請直近期末の実績からの伸び率

copyright©2019 nomoto partners all right reserved

計画終了時計画終了時計画終了時計画終了時 「付加価値額」又は「「付加価値額」又は「「付加価値額」又は「「付加価値額」又は「1人当り付人当り付人当り付人当り付

加価値額」の伸び率加価値額」の伸び率加価値額」の伸び率加価値額」の伸び率

「経常利益」の伸び率「経常利益」の伸び率「経常利益」の伸び率「経常利益」の伸び率

3年計画の場合 9％以上 3％以上

4年計画の場合 12％以上 4％以上

5年計画の場合 15％以上 5％以上

年率3％以上 年率1％以上
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３．経営革新計画④

 支援措置内容

（（（（1）保証・融資の優遇措置）保証・融資の優遇措置）保証・融資の優遇措置）保証・融資の優遇措置

①中小企業信用保証法の特例

②日本政策金融公庫の特別利率による融資制度

③高度化融資制度

④食品流通構造改善促進機構による債務保証

（（（（2）海外展開に伴う資金調達の支援措置）海外展開に伴う資金調達の支援措置）海外展開に伴う資金調達の支援措置）海外展開に伴う資金調達の支援措置

①スタンドバイ・クレジット制度

②中小企業信用保険法の特例

③日本貿易保険（NEXI)による支援措置

copyright©2019 nomoto partners all right reserved
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３．経営革新計画⑤

（（（（3）投資・補助金の支援措置）投資・補助金の支援措置）投資・補助金の支援措置）投資・補助金の支援措置

①企業支援ファンドからの投資

②中小企業投資育成株式会社からの投資

③経営革新関係補助金⇒ものづくり補助金（加点項目、補助率アップ）ものづくり補助金（加点項目、補助率アップ）ものづくり補助金（加点項目、補助率アップ）ものづくり補助金（加点項目、補助率アップ）

（（（（4）販路開拓の支援措置）販路開拓の支援措置）販路開拓の支援措置）販路開拓の支援措置

①販路開拓コーディネート事業

②新価値創造展

（（（（5）その他優遇措置）その他優遇措置）その他優遇措置）その他優遇措置

①特許関係料金減免制度

＊計画の承認後、利用を希望する支援策実施期間の審査が必要。
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３．経営革新計画⑥

 支援措置内容の例支援措置内容の例支援措置内容の例支援措置内容の例

（1）保証・融資の優遇措置

①中小企業信用保証法の特例中小企業信用保証法の特例中小企業信用保証法の特例中小企業信用保証法の特例

②日本政策金融公庫の低利融資制度日本政策金融公庫の低利融資制度日本政策金融公庫の低利融資制度日本政策金融公庫の低利融資制度（基準金利は平成29年6月現在）
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対象対象対象対象 通常通常通常通常 別枠別枠別枠別枠

普通保証 2億円 2億円

無担保保証 8,000万円（内特別小口：2,000万円） 8,000万円（同：2,000万円）

中小企業事業中小企業事業中小企業事業中小企業事業 国民生活事業国民生活事業国民生活事業国民生活事業

新事業活動促進資金 新事業育成資金 新事業活動促進資金

貸付限度 7億2千万円（2億5千万円） 6億円 7,200万円（4,800万円）

貸付利率 基準利率（1.21%）よ

り̠▲0.65%
基準利率（1.21%）よ

り̠▲0.65%
基準利率（1.76%）よ

り̠▲0.65%

貸付期間 設備資金20年以内、運転資金

7年以内（据置期間2年以内）

設備資金20年以内（据置期

間5年以内）、運転資金7年
以内（据置期間2年以内）

設備資金20年以内、運転資金

7年以内（据置期間2年以内）
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３．経営革新計画⑦

 支援措置内容の例支援措置内容の例支援措置内容の例支援措置内容の例

（2）海外展開に伴う資金調達の支援措置

①スタンドバイ・クレジット制度

日本政策金融公庫が提携する海外金融機関に対して信用状を発行。

②中小企業信用保険法の特例

保証金額の限度額の引き上げ。
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３．経営革新計画⑧

（（（（3）投資・補助金の支援措置の例）投資・補助金の支援措置の例）投資・補助金の支援措置の例）投資・補助金の支援措置の例

②中小企業投資育成株式会社からの投資

通常の投資対象（資本金3億円以下の株式会社）に加えて、

資本金額が3億円を超える株式会社（中小企業）も中小企業

投資育成㈱から投資を受けられます

（（（（5）その他優遇措置の例）その他優遇措置の例）その他優遇措置の例）その他優遇措置の例

①特許関係料金減免制度特許関係料金減免制度特許関係料金減免制度特許関係料金減免制度

＊計画の承認後、利用を希望する支援策実施期間の審査が必要。

以下の費用が半額となります。

審査請求料

特許料（第1年～10年分）
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３．経営革新計画⑨

 申請の流れ（千葉県）

 以下の③から⑤で1～2か月

copyright©2019 nomoto partners all right reserved

①認定支援機①認定支援機①認定支援機①認定支援機

関への相談関への相談関への相談関への相談

商工会議所

商工会

産業振興C等

②申請書の作②申請書の作②申請書の作②申請書の作

成成成成

③内容確認③内容確認③内容確認③内容確認

（ヒアリング）（ヒアリング）（ヒアリング）（ヒアリング）

県庁経営支援

課職員とのイ

ンタビュー

④申請書の修④申請書の修④申請書の修④申請書の修

正、必要書類正、必要書類正、必要書類正、必要書類

の準備の準備の準備の準備

⑤県への申請、⑤県への申請、⑤県への申請、⑤県への申請、

審査審査審査審査

千葉県知事宛

⑥承認⑥承認⑥承認⑥承認

⑦フォローアッ⑦フォローアッ⑦フォローアッ⑦フォローアッ

プ（状況調査）プ（状況調査）プ（状況調査）プ（状況調査）
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３．経営革新計画⑩

 申請書類一覧（各書類の詳細はガイドブック参照）

①申請書（様式①申請書（様式①申請書（様式①申請書（様式1、、、、別表別表別表別表1～～～～6）））） 4部

設備投資がある場合（別表設備投資がある場合（別表設備投資がある場合（別表設備投資がある場合（別表5）は見積書、積算根拠書類を）は見積書、積算根拠書類を）は見積書、積算根拠書類を）は見積書、積算根拠書類を3部添付部添付部添付部添付

②定款（法人の場合）②定款（法人の場合）②定款（法人の場合）②定款（法人の場合） 1部

原本コピーに代表者による原本証明（代表者印を押印）

③履歴事項全部証明書③履歴事項全部証明書③履歴事項全部証明書③履歴事項全部証明書（個人の場合は住民票） 1部

④最近④最近④最近④最近2期間（直近期末とその期間（直近期末とその期間（直近期末とその期間（直近期末とその1期前）の確定申告期前）の確定申告期前）の確定申告期前）の確定申告一式 各1部

決算書、経費明細等付属明細書含む

⑤⑤⑤⑤最近最近最近最近2期間（直近期末とその期間（直近期末とその期間（直近期末とその期間（直近期末とその1期前）期前）期前）期前）の決算書の決算書の決算書の決算書 各2部

B/S、P/L、製造原価報告書等（決算直後は試算表）

⑥事業内容書⑥事業内容書⑥事業内容書⑥事業内容書（会社経歴書、パンフレット等） 3部

⑦その他、経営革新計画に係る資料（図面、特許等） 3部
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３．経営革新計画⑪

 申請書の様式

 各都道府県により申請内容等が異なりますので、必ず提出先都道

府県資料を使ってください。

 千葉県千葉県千葉県千葉県

https://www.pref.chiba.lg.jp/keishi/keieikakushin/shiryou.html

 東京都東京都東京都東京都

http://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.jp/chushou/shoko/keiei/kakushin/

copyright©2019 nomoto partners all right reserved
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３．経営革新計画⑫

 申請書記載のポイント①：ガイドブックからの抜粋

 承認のポイント

①今後提供できる商品やサービスの内容商品やサービスの内容商品やサービスの内容商品やサービスの内容が明確で、代表者が具体的に

説明できるか？

②計画における取組み内容計画における取組み内容計画における取組み内容計画における取組み内容が明確で、代表者が具体的に説明できる

か？

③現在の事業とは異なる点異なる点異なる点異なる点が明確であるか？

④当社や業界当社や業界当社や業界当社や業界の課題等と課題解決に向けた取組み課題等と課題解決に向けた取組み課題等と課題解決に向けた取組み課題等と課題解決に向けた取組みが対応しているか？

⑤取組み内容の独自性、新規性、革新性独自性、新規性、革新性独自性、新規性、革新性独自性、新規性、革新性が明確であるか？

⑥新事業と類似の事業を行っている他社との差別化や競争優位性他社との差別化や競争優位性他社との差別化や競争優位性他社との差別化や競争優位性が明

確であるか？

⑦売上や経費の積算根拠積算根拠積算根拠積算根拠を具体的に説明できるか？
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３．経営革新計画⑬

 申請書記載のポイント②：様式1

 住所は登記簿の本店所在地と一致さ

せる

 法人の場合は登記してある代表印（丸

印）と押印

 個人の場合は実印を押印

 全て片面印刷

copyright©2019 nomoto partners all right reserved
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３．経営革新計画⑭

 申請書記載のポイント③：別表1/1～4

 別表1は5～10枚程度

 具体的に記述する

 新たな項目を付け加えても構いません

 ①申請者の概要

 ②認定支援機関

 ③現在の事業内容

 ④過去の経営革新計画の承認実績
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３．経営革新計画⑮

 申請書記載のポイント④：別表1/5-1～2

 ⑤経営革新計画の内容

 １．当社の概要や現状等

 ２．経営計画の背景・課題

（既存事業の課題など）

 次ページ

 ３．問題解決に向けた経営革新計画の内

容、特徴（独自性、新規性、革新性）

copyright©2019 nomoto partners all right reserved
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３．経営革新計画⑯

 申請書記載のポイント⑤：別表1/5-3

copyright©2019 nomoto partners all right reserved
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３．経営革新計画⑰

 申請書記載のポイント⑥：別表1/5-4

 ４．今後の事業展開

 付加価値額＝営業利益＋人件費＋減価

償却費

 経常利益：資金調達に係る財務活動に

係る費用（支払利息、新株発行費等）を

含み、本業との関連性の低いもの（有価

証券売却益、賃貸収入等）は含みません。

 現状とは、直近期末、申請時点で確定申

告した決算期の事を示します。

copyright©2019 nomoto partners all right reserved
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３．経営革新計画⑱

 申請書記載のポイント⑦：別表2

 右赤丸⇒別表1の5-3課題解決に向けた

経営革新計画の内容、特徴に合わせた

番号を振ってください。１、１－１、１－２

のように段階を分けて振ってください。

 実施時期：初年度第1四半期⇒１－１

第2年度第3四半期⇒２－３

 実績は計画作成時は記入不要です。
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３．経営革新計画⑲

 申請書記載のポイント⑧：別表3

 黄色のセルのみ記入してください黄色のセルのみ記入してください黄色のセルのみ記入してください黄色のセルのみ記入してください。赤セル

は自動記入されます。

 人件費：①売上原価の労務費

（福利厚生費、退職金等を含む）

②一般管理費の役員・従業員給与

福利厚生費、退職金関連費

③派遣労働者、短時間労働者の

給与を処理した外注費

＊算出できない場合は平均給与

 減価償却費：①減価償却費（繰延資産含）

②リース・レンタル費

 従業員数：勤務時間によって人数を調整
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３．経営革新計画⑳

 申請書記載のポイント⑨：別表3-2

 経営革新計画に係る設備投資計画及

び運転資金計画を予定している場合は、

設備資金及び運転資金のうち経営革設備資金及び運転資金のうち経営革設備資金及び運転資金のうち経営革設備資金及び運転資金のうち経営革

新計画に係るのみを記載新計画に係るのみを記載新計画に係るのみを記載新計画に係るのみを記載した上で、別別別別

表表表表5を記載してください。

＊設備投資と運転資金の金額（赤丸

内）は別紙別紙別紙別紙5の金額と一致の金額と一致の金額と一致の金額と一致します。

＊又、添付する見積書又は積算根拠見積書又は積算根拠見積書又は積算根拠見積書又は積算根拠

書類等とも数値が一致書類等とも数値が一致書類等とも数値が一致書類等とも数値が一致します。
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３．経営革新計画㉑

 申請書記載のポイント⑩：別表4

 計画の実現可能性を示すために、計画を作った根拠を決算期ご

とに具体的に記載してください。

 各表が1枚で書ききれない場合は用紙を追加しても構いません。

copyright©2019 nomoto partners all right reserved
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３．経営革新計画㉒

 申請書記載のポイント⑪：別表5～6

 別紙5の数字は別紙3-2の数字を一致します。

copyright©2019 nomoto partners all right reserved
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３．経営革新計画㉓

 チェックリストを活用して抜けを防ぎましょう。

 県庁職員とのヒアリングで使用します。

copyright©2019 nomoto partners all right reserved
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先端設備等導入計画



４．先端設備等導入計画①

 中小企業者が一定期間内に労働生産性を一定程度向上させるため、

先端設備等を導入する計画を策定。

 認定を受けると地方税法において償却資産に係る固定資産税の特

例を受けられます。

 生産性向上特別措置法：2018年（平成30年）6月施行

 2020年までの生産性革命・集中投下期間の特別措置

 「導入促進基本計画」の同意を受けた市区町村「導入促進基本計画」の同意を受けた市区町村「導入促進基本計画」の同意を受けた市区町村「導入促進基本計画」の同意を受けた市区町村において新たに設備

を導入する中小企業が対応

 計画期間：3～5年

 対象と対象と対象と対象となる先端設備等なる先端設備等なる先端設備等なる先端設備等

①機械装置、②器具備品、③測定工具及び検査工具①機械装置、②器具備品、③測定工具及び検査工具①機械装置、②器具備品、③測定工具及び検査工具①機械装置、②器具備品、③測定工具及び検査工具

④建設附属設備、⑤ソフトウェア④建設附属設備、⑤ソフトウェア④建設附属設備、⑤ソフトウェア④建設附属設備、⑤ソフトウェア
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４．先端設備等導入計画②

 目標となる指針と目標値目標となる指針と目標値目標となる指針と目標値目標となる指針と目標値

 事前事前事前事前に認定支援機関（商工に認定支援機関（商工に認定支援機関（商工に認定支援機関（商工会議所会議所会議所会議所・商工・商工・商工・商工会会会会・・・・中央会中央会中央会中央会・金融機関等）・金融機関等）・金融機関等）・金融機関等）

の確認の確認の確認の確認が必要です。

 平成30年度（2018年度）認定実認定実認定実認定実績績績績数数数数：：：：21,900件件件件

copyright©2019 nomoto partners all right reserved
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指針指針指針指針 目標値目標値目標値目標値

労働生産性：（営業利益＋人件費＋減償）÷

労働者数（又は総労働時間数）

基準年末比で年平均3％以上



４．先端設備等導入計画③

 支援内容

①税制支援：固固固固定資産定資産定資産定資産税税税税の特例の特例の特例の特例

当計画に従って取得する先端設備等について、新たに固定資産税が課

される年度から3年間に限り、軽減措置を受けられます。

各市区町村が条例で定める税税税税率（率（率（率（0～～～～1/2））））が適用されます。
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対象設備対象設備対象設備対象設備 販売開始時期販売開始時期販売開始時期販売開始時期 単品額単品額単品額単品額

機械装置 10年以内 160万円以上

器具備品 6年以内 30万円以上

測定工具及び検査工具 5年以内 30万円以上

建物附属設備 14年以内 60万円以上
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４．先端設備等導入計画④

対象設備対象設備対象設備対象設備：①一定期間内に販売一定期間内に販売一定期間内に販売一定期間内に販売（中古は対象外）、②生産性（生生産性（生生産性（生生産性（生

産効率、エネルギー効率、精度など）が旧モデルと比較して年平産効率、エネルギー効率、精度など）が旧モデルと比較して年平産効率、エネルギー効率、精度など）が旧モデルと比較して年平産効率、エネルギー効率、精度など）が旧モデルと比較して年平

均均均均1％以上向上％以上向上％以上向上％以上向上

対象者対象者対象者対象者：中小企業者等（資本金1億円以下の法人、常時使用する
従業員が1000名以下の法人、個人）

＊固定資産税は毎年1月1日時点に所有する資産に対して掛る税金

2019年に取得した設備は2020年1月1日時点に所有する資産とし
て申告され、2020～2022年の3年間固定資産税を軽減されます。

＊税額控除との併用が可能です。
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４．先端設備等導入計画⑤

②金融支援：中小企中小企中小企中小企業業業業信信信信用保証法の特例用保証法の特例用保証法の特例用保証法の特例

民間金融機関から融資を受ける際、普通保険等とは別別別別枠で追枠で追枠で追枠で追加保証加保証加保証加保証

が受けられます。

信用保証協会の審査は別途受けることになります。

③ものづくり補助金の加点項目＆補助率アップ
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対象対象対象対象 通常通常通常通常 別枠別枠別枠別枠

普通保証 2億円 2億円

無担保保証 8,000万円
（内特別小口：2,000万円）

8,000万円
（同：2,000万円）
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４．先端設備等導入計画⑥

 申請の流れ
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①申請する市①申請する市①申請する市①申請する市

区町村が「導区町村が「導区町村が「導区町村が「導

入促進基本計入促進基本計入促進基本計入促進基本計

画」と作成して画」と作成して画」と作成して画」と作成して

いるか確認いるか確認いるか確認いるか確認

②申請書の作②申請書の作②申請書の作②申請書の作

成成成成

③認定支援機③認定支援機③認定支援機③認定支援機

関の確認関の確認関の確認関の確認⇒⇒⇒⇒確確確確

認書受取認書受取認書受取認書受取

④市区町村へ④市区町村へ④市区町村へ④市区町村へ

の申請の申請の申請の申請

⑤認定⑤認定⑤認定⑤認定
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⑥設備の発注、⑥設備の発注、⑥設備の発注、⑥設備の発注、

設置、稼働当設置、稼働当設置、稼働当設置、稼働当



４．先端設備等導入計画⑦

 税制支援を受けるための申請の流れ税制支援を受けるための申請の流れ税制支援を受けるための申請の流れ税制支援を受けるための申請の流れ

 申請前に設備メーカー等経由で該当工業会等から生産性に関する証明書

を取得してください。

 工業会等への証明書依頼の書式は以下からダウンロードできます。

 https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/kougyoukai.html

 申請前に証明書を依頼したにも関わらず申請までに証明書が届かなった場合でも、

その後取得すれば賦課期日（翌年1月1日）までなら追加提出可能です。

 所有権移転外リースの場合も該当します（手続きは別方法）。
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４．先端設備等導入計画⑧

 申請書の書式

 以下からダウンロードできます。

 https://www.chusho.meti.go.jp/
keiei/seisansei/index.html

 右の赤丸部分の書類です。

 申請書類

①申請書（①申請書（①申請書（①申請書（原原原原本）本）本）本）

②認定支援機関確認書②認定支援機関確認書②認定支援機関確認書②認定支援機関確認書

③その他（市区町村依頼分）

copyright©2019 nomoto partners all right reserved
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④④④④返信返信返信返信用用用用封筒封筒封筒封筒（（（（A4ササササイズイズイズイズの認定書がの認定書がの認定書がの認定書が折らず折らず折らず折らずにはいるサにはいるサにはいるサにはいるサイズイズイズイズ、、、、返信返信返信返信用用用用

宛名宛名宛名宛名、、、、切手貼切手貼切手貼切手貼付け付け付け付け必要必要必要必要））））

⑤工業会証明書（写し）：税制支援を受ける場合

⑥誓約書：⑤の追加提出を行う場合



４．先端設備等導入計画⑨

 申請書作成のポイント①

 指示に従って記入してください。
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４．先端設備等導入計画⑩

 申請書作成のポイント②

２．計画期間

・3年、4年、5年のいづれかを選択

３．現状分析

②自社の経営状況

・売上高、営業利益率、労働生産性などを

2～3年比較して財務分析をしてください。

・その原因を市場、顧客、競合、自社（強み、

弱み）を基に説明してください。

・その上で自社の課題（問題を解決するた

めの方向性）を記載してください。
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４．先端設備等導入計画⑪

 申請書作成のポイント③

４．先端設備等導入の内容

（１）事業の内容及び実施時期

①具体的な取り組み内容

・導入する設備等の説明

・前項目の課題の流れから、この設備によっ

て何をして、どのような結果を期待するかま

でを記載する。

・組織や業務プロセスの変更があればそれ

らも記載する。

・取り組みを行う業種を記載する。

②将来の展望

・上記で期待した内容から、自社の業績への

短期的、中長期的影響、効果を記載する。
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４．先端設備等導入計画⑫

 申請書作成のポイント④

（２）先端設備等導入による労働生産性向上の

目標

・現状：計画開始直前期の実績

計画終了時：3～5年後

（３）先端設備等の種類及び導入時期

・直接生産もしくは販売又はサービスの提供に

関係する設備のみ。

・設備等の種類は5種類の減価償却資産にて

表示：①機械装置、②器具備品、③測定工具

及び検査工具④建設附属設備、⑤ソフトウェア

５．先端設備等導入に必要な資金の額及びそ

の調達方法

・調達方法ごとに項目を分けて下さい。
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弊社支援内容



５．弊社支援内容

 弊社支援内容

①申請書作成の支援

②申請書作成後の計画実行の支援

 支援の手数料

弊社ウェブサイトの価格リストのページをご確認下さい。
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